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③ 火山災害の履歴 

有史後の主な噴火は、貞観 6～7年（864～865 年）の貞観噴火で、北西山腹から大量

の溶岩を流出し、また、宝永 4 年（1707 年）の宝永噴火では、南東山腹から噴火し、江

戸（東京都）にも大量の火山灰を降らせた。 

 以来 300 年、現在まで静かな状態が続いている。しかし、平成 12 年 10 月から 12

月、及び翌年 4月から 5 月には富士山直下の深さ 15 ㎞付近を震源とする低周波地震の多

発が確認された。これより浅い地震活動や地殻変動等の異常は観測されなかったため、

直ちに噴火の発生が懸念されるような活動ではなかったが、改めて富士山が活火山であ

ることが認識された。 

 

＜噴火の歴史（1707(宝永 4)年噴火以降）＞ 

1707(宝永 4)年噴火 

(南東山腹) 

 噴火 1～2ヶ月前から山中のみで有感となる地震活動。

十数日前から地震活動が活発化、前日には山麓でも有感

となる地震増加(最大規模は M5 級)。 

 12 月 16 日朝に南東山腹(今の宝永山)で爆発し、黒煙、

噴石、空振、降灰砂、雷。その日のうちに江戸にも多量

の降灰。川崎で厚さ 5cm。噴火は月末まで断続的に起き

たが、次第に弱まる。山麓で家屋・耕地被害。初期はデ

イサイト、その後玄武岩のプリニー式噴火。 

 噴出物総量約 7×108m3(岩石換算)(気象庁,2002)。噴火後

洪水等の土砂災害が継続。 

1708(宝永 5)年 鳴動。 

1708～1709 

(宝永 5～6)年 
鳴動・降灰？ 

1825(文政 8)年 7 月 26 日 鳴動。 

1834(天保 5)年 5 月 16 日 山津波(融雪による土石流)。 

1854～1855(嘉永 6～7)年 地熱活動？ 

1895(明治 28)年 山頂で噴気活動？ 

1897(明治 30)年 

 山頂で噴気活動。温度は 82℃(平林,1898)。この頃以降

山頂(荒巻)には噴気があったとの記録多数あり。 

 1936(昭和 11)年頃から次第に活動は低下。 

 1957 年の調査(気象庁,1957)では、噴気温度は約 50℃。

その後 1960 年代まで続いたが、1982 年の気象庁の観測

では噴気は見られなかった。なお、山頂以外では、1957

年に宝永火口、須走登山道 3、7合目で地熱があったと

の報告もあるが詳細は不明。 

1926(大正 15)年 火山性地震？ 
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1987(昭和 62)年 

8 月 20～27 日 
山頂で有感地震 4回(最大震度 3)。 

2000(平成 12)年 10～12 

月および 2001(平成 13)年

4～5 月 

やや深部低周波地震の多発。 

2008～10(平成 20～22)年 
GPS 連続観測から地下深部の膨張を示すと考えられる伸び

の変化が観測されたがその後終息。 

2011(平成 23)年 

静岡県東部（富士山の南部付近）で M6.4。その震源から

山頂直下付近にかけて地震が増加。その後地震活動は低下

しつつも継続。 

出典：気象庁 HP 富士山 有史以降の火山活動 

（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/314_Fujisan/314_history.html） 

 

④ 現在の活動状況 

2011 年３月 15 日に静岡県東部（富士山の南部付近）で発生したマグニチュード 6.4 

の地震以降、地震活動が活発な状況となっていましたが、その後、地震活動は低下して

きています。その他の観測データでも浅部の異常を示すものはありません。火山活動に

特段の変化はなく、噴火の兆候は認められません。 

噴火予報（噴火警戒レベル１、活火山であることに留意）の予報事項に変更はありま

せん。 

出典：気象庁報道発表資料「第 131 回火山噴火予知連絡会 全国の火山活動の評価」（平成 27 年６月） 

（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/CCPVE/shiryo/132/132_no09.pdf） 
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⑤ 火山の監視・観測体制 

 

＜富士山 観測点配置図＞ 

 
出典：気象庁 HP 富士山 観測点配置図 

（http://www.seisvol.kishou.go.jp/tokyo/314_Fujisan/314_Obs_points.html） 
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④ 具体的な避難計画 

 避難計画策定状況 

現状の火山ハザードマップで大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流の影響範囲にある市町村と、火山防災協議会に参加している

市町村を対象に、具体的な避難計画の策定状況についての調査が行われた。全 20 項目のうち、「いつ？」「だれが？」「どこからど

こへ？」「どうやって？」に係る重点項目（オレンジ色の項目）が全て「◎」「○」「―」の場合、具体的な避難計画が策定されてい

る。（現時点で、富士山に関係する市町村で、具体的な避難計画が定められている市町村はない） 

 

 

 

 
出典：火山防災ポータルサイト 具体的な避難計画策定状況より抜粋 
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火山防災
協議会

コアＧ
災対本部
設置時期

災対本部
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合同対策本
部等

噴火
シナリオ

入山規制
実施時期
〈重点項目〉

入山規制
実施範囲
〈重点項目〉

避難
実施時期
〈重点項目〉

避難
対象地域
〈重点項目〉

噴火時の
交通規制

広域避難
受入先

観光客への
情報伝達

観光客の
避難誘導

住民への
情報伝達

避難ルート
〈重点項目〉

代替
避難ルート

避難所
〈重点項目〉

輸送手段
〈重点項目〉

代替
輸送手段

富士吉田市 有 有 有 ○ ○ ◎ × △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ × ◎ × × × × ◎
富士河口湖町 有 有 有 ○ ○ ◎ － △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ○ ◎ × ◎ × × × × ×

鳴沢村 有 有 有 ○ ○ ◎ × △ ◎ ◎ △ ◎ △ × ○ ◎ × ◎ × × △ × ×
山中湖村 有 有 有 ○ ○ × ◎ △ △ △ △ △ △ × ○ ◎ × ◎ × × × × ×
身延町 有 無 無 ○ ○ × － × △ △ △ － － － － ◎ × ◎ － － ◎ － －
西桂町 有 有 有 ○ ○ ◎ － △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ○ ◎ × ◎ × × × × ×
忍野村 有 無 有 ○ ○ ◎ － × △ △ △ － － － － × × － － － － － －
沼津市 無 無 無 ○ ○ × － × － － － － － － － － － － － － － － －
三島市 無 無 無 ○ ○ × － × ◎ － － ◎ ◎ ◎ ○ － － ◎ － － － － －

富士宮市 有 有 有 ○ ○ × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ × × × × ×
富士市 有 有 有 ○ ○ × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × × × × ×

御殿場市 有 有 有 ○ ○ ◎ × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ × × × × ×
裾野市 有 有 有 ○ ○ × × × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ × × × × ×
長泉町 無 無 無 ○ ○ × － × ◎ － － ◎ ◎ ◎ ○ － － ◎ － － － － －
小山町 有 有 有 ○ ○ ○ － × ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ × × × × ×

小田原市 無 無 無 × × × － × － － － － － － ○ － － ◎ － － － － －
泰野市 無 無 無 × × × － × － － － － － － － － － ◎ － － － － －

南足柄市 無 無 無 × × × － × － － － － － － ○ － － ◎ － － － － －
山北町 無 無 無 × × × － × － － － － － － ○ － － ◎ － － － － －
箱根町 無 無 無 × × × － × － － － － － － ○ － － ◎ － － － － －
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☆ 静
岡
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山

☆ ☆ ☆

◎：項目の必要事項の全てが定められており、地域防災計画にも明記されている。 ○：項目の必要事項の全てが定められている（地域防災計画に明記されていない）。 

△:項目の必要事項の一部が定められていない。                ×：項目の必要事項の全てが定められていない。 

－:現状の火山ハザードマップでは影響範囲外のため評価の対象外である。 
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⑤ 防災訓練・防災講演会等の啓発活動の実施 

 2014 火山砂防フォーラム 

平成 26 年 11 月、富士吉田市で行われた「2014

火山砂防フォーラム」では、「火山を知り、火山

と共に生きる～世界遺産 富士山と火山防災対策

～」をテーマにパネルディスカッションなどが行

われ、富士山の火山防災体制や現状の課題などに

ついて意見交換が行われた。 

 

 

 

 富士山火山３県合同防災訓練 2014 

  平成 23 年の山静神サミットにおいて、富士山火山に係る三県合同防災訓練

の実施を静岡県知事が提案し、三県知事の合意をしてから、毎年、富士山火山防

災対策協議会に参加している静岡県・山梨県・神奈川県の三県が合同で訓練を実

施している。 

富士山火山三県合同防災訓練 2014 は、2014 年 10 月 19 日に実施された。訓練

では、富士山火山広域避難計画に基づき住民等避難訓練などを実施して、避難計

画の検証を図るとともに、避難対策の課題を洗い出し、避難計画の充実が図られ

た。また、三県、市町村、国、関係機関等との連携体制の一層の強化にもつなが

っている。 

＜富士山火山三県合同防災訓練 2014 の訓練実施概要＞ 

出典：平成 26 年度第 4回富士山火山防災対策協議会 会議資料３「合同同図上訓練実施概要」 
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④ 現在の活動状況 

火山活動に特段の変化はなく、静穏に経過しており、噴火の兆候は認められませ

ん。 

噴火予報（噴火警戒レベル１、活火山であることに留意）の予報事項に変更なし。 

出典：出典：気象庁報道発表資料「第 131 回火山噴火予知連絡会  

全国の火山活動の評価」（平成 27 年６月） 

（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/CCPVE/shiryo/132/132_no09.pdf） 

⑤ 火山の監視・観測体制 

伊豆東部火山群の観測点配置図は以下の通りである。 

 

出典：気象庁「伊豆東部火山群の火山活動解説資料（平成 27 年９月）」 

（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-act_doc/tokyo/15m09/316_15m09.pdf） 
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③ 噴火警戒レベルの運用 

平成 23 年３月 31 日から伊豆東部火山群で噴火警戒レベルが運用開始となった。 

また、噴火警戒レベルの設定と同時に最大震度などの見通しを示す「地震活動の予測

情報」も運用が開始されている。 

伊豆東部火山群では、噴火予報(レベル１(活火山であることに留意))からレベルを引

き上げ、噴火警報を発表する過程では、基本的にレベル２(火口周辺規制)、レベル３ 

(入山規制)の火口周辺警報は発表されない。 

あわせて、海域に火口の出現が予想される揚合には、その周辺の海域に火山現象に関

する海上警報（船舶の運航に必要な海上の気象、波浪、火山現象などに関する警報のう

ち火山現象に関する海上警報）が発表され、警報は海上保安庁の機関を通して、一般船

舶に通報される。 

＜噴火警戒レベルのレベル表＞ 

出典：気象庁 伊豆東部火山群のリーフレットより抜粋 
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 地震活動の予測情報の内容等とその発表タイミング 

① 群発地震活動が活発になると考えられる場合には、「地震活動の予測情報」

発表し、群発地震に対する注意喚起を行う。 

②  低周波地震や火山性微動が観測された場合には、マグマがごく浅部に上昇

し噴火の可能性が高まったと判断して、「噴火警戒レベル４又は５」を発表

し避難等を促す。 

 

 地震活動の予測情報について 

地震調査研究推進本部地震調査委員会は、予測的な内容を含んだ地震活動評価

を行うため、「地震活動の予測的な評価手法検討小委員会」を設置して、伊豆東部

で発生する群発地震の性質等、過去の地震活動から得られる特徴の抽出・整理を

行い、地震活動の推移・見通しについての評価手法を検討してきた。 






